
関西防災・減災プラン地震・津波災害対策編 平成24年度実施状況

＜全取組＞

H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価

1 ①府県地域防災計画
との整合性の確保

・ 関西防災・減災プラン
に基づく応援・受援に
関する項目を地域防災
計画に追加（H25.3)

○

・プランを踏まえて地域
防災計画を修正
（H24.3.23、H25.2.1
防災会議開催）

◎

・ 関西防災・減災プラン
に基づく応援・受援に
関する項目を地域防災
計画に追加（H24.3)

○

・プランを踏まえて地域
防災計画を修正

○

・プランを踏まえて和歌
山県地域防災計画を修
正済み（H24.8） ◎

・プランを踏まえ，平成
24年6月に＾地域防災計
画を修正。 ◎

・プランを踏まえて地域
防災計画を修正

◎

・H24.7地域防災計画を
修正

○ △

・プランを踏まえた神戸
市地域防災計画改定の
検討
→H25.6改定

○

・プランの修正を踏まえ
た地域防災計画の修
正を働きかけ ○

2 ②緊急連絡体制等、
複数の情報通信手段
による連絡体制の構
築

・ 連絡体制の構築に参
画

○

・連絡体制の構築に参
画

○

・ 連絡体制の構築に参
画

○

・連絡体制の構築に参
画

○

○関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画
・一般電話、携帯電話、
防災行政無線、FAX、
電子メール、衛星電話
の6手段の連絡先を記
載

○

・連絡体制の構築に参
画

○

・一般電話，携帯電話
等による連絡体制を構
築

○

・連絡体制の構築に参
画

○

・連絡体制の構築に参
画

○

・連絡体制の構築に参
画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱に複数の情
報通信手段の連絡先
を記載 ○

3 ③大規模広域被害想
定の実施・共有

・ 滋賀県地震被害調査
検討委員会の開催（11
月、1月、3月)

○

・国に対して市町村別
の被害想定に活用でき
る詳細なデータ提供を
求めながら、平成２５年
度内に現在の被害想定
を基に３連動地震にお
ける府内への影響を点
検

△

・南海トラフ巨大地震の
被害想定等を行うため、
大阪府防災会議に「南
海トラフ巨大地震災害
対策等検討部会」と「南
海トラフ巨大地震土木
構造物耐震対策検討
部会」を、大阪府石油コ
ンビナート等防災本部
会議に「地震・津波被害
想定等検討部会」を設
けて検討を進めている。

○

・県独自の津波シミュ
レーションに着手

○

・「南海トラフの巨大地
震」及び「東海・東南
海・南海３連動地震」に
よる２つの津波浸水想
定を公表

◎

・平成24年に津波浸水
想定を公表。

○ － － － － － － － － △

4 ④人的・物的資源の
情報共有の推進

・ 資料交換を実施

◎

・各種資料を提出

◎

・ 資料交換を実施(大規
模広域災害における物
資集積・配送マニュア
ル資料編)

○

・資料交換を実施

◎

・資料交換を実施

◎

・資料交換を実施。

◎

・定期的な資料交換を
実施

◎

・資料交換を実施

◎

・資料交換を実施

◎

・資料交換を実施

◎

・資料交換の実施

◎

5

－ － － － － － - - － － － － － － － － － － － －

・関西広域応援・受援
実施要綱に医療活動
の実施手順を記載
・図上訓練(H25.2)への
参加

○

6 ①連携県

－ － － － － － - - － － － － － － － － － － － －

・福井県、三重県、奈
良県との間で「近畿圏
危機発生時の相互応
援に関する基本協定」
を締結(H24.10)
・鳥取県との間で「関西
広域連合と鳥取県との
危機発生時の相互応
援に関する覚書」を交
換(H24.10)

◎

7 ・H24年度中国四国広
域防災責任者会議に
出席(H25.1)

◎

・「全国都道府県にお
ける災害時の広域応援
に関する協定」を締結
(H24.5)

△

8 ③遠隔ブロック ・実動訓練(H24.10)、
図上訓練(H25.2)への
参加

◎

・東京都(九都県市防
災・危機管理対策委員
会事務局)と意見交換
を実施(H24.12)、相互
応援協定の締結を検
討

◎

9 ④全国都道府県

－ － － － － － - - － － － － － － － － － － － －

・「全国都道府県にお
ける災害時の広域応援
に関する協定」を締結
(H24.5)
・図上訓練(H25.2)への
参加

◎

№
広域防災局滋賀県 徳島県京都府 大阪府 兵庫県

－

－ - -

-－

②隣接ブロック

１ 関係機関・団体等と
の平常時からの連携

－ －－－ － －

プラン（H24.3策定）に示
された取組

大阪市 堺市 神戸市京都市和歌山県

（1）構成府県との連携

（2）広域連合他分野局と
の連携

（3）他の広域ブロック等と
の応援協定

－

－ － － －－ － -

－－ －

－

－ －－ － － － －

－－ － － － － － － －

凡例
◎：目標を達成（100％以上） ○：目標を概ね達成（80％以上100％未満）
△：目標をやや下回る（60％以上80％未満） ▲：目標を下回る（60％未満）
・ 定量的な評価が難しい場合は、概ね達成（○）、やや下回る（△）の２段階で評価

参考１
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H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価
№

広域防災局滋賀県 徳島県京都府 大阪府 兵庫県プラン（H24.3策定）に示
された取組

大阪市 堺市 神戸市京都市和歌山県

①関係省庁等との連
10 ア）中央省庁との連携
イ）国出先機関との連
携

・近畿運輸局「南海トラ
フ巨大地震等に対応し
た支援物資物流システ
ムの構築に関する近畿
ブロック協議会」に参加

○

・近畿運輸局「南海トラ
フ巨大地震等に対応し
た支援物資物流システ
ムの構築に関する近畿
ブロック協議会」に参加

○

・近畿運輸局：「民間の
施設・ﾉｳﾊｳを活用した
災害に強い物流ｼｽﾃﾑ
の構築に関する協議
会」に参加
・近畿運輸局「南海トラ
フ巨大地震等に対応し
た支援物資物流システ
ムの構築に関する近畿
ブロック協議会」に参加

○

・近畿運輸局「南海トラ
フ巨大地震等に対応し
た支援物資物流システ
ムの構築に関する近畿
ブロック協議会」に参加

○

・近畿運輸局「南海トラ
フ巨大地震等に対応し
た支援物資物流システ
ムの構築に関する近畿
ブロック協議会」に参加

○ － －

・近畿運輸局「南海トラ
フ巨大地震等に対応し
た支援物資物流システ
ムの構築に関する近畿
ブロック協議会」に参加

○

・近畿運輸局「南海トラ
フ巨大地震等に対応し
た支援物資物流システ
ムの構築に関する近畿
ブロック協議会」に参加

○

・基幹的広域防災拠点
での震災総合防災訓練
の合同実施
・近畿運輸局「南海トラ
フ巨大地震等に対応し
た支援物資物流システ
ムの構築に関する近畿
ブロック協議会」に参加

○

・近畿運輸局「南海トラ
フ巨大地震等に対応し
た支援物資物流システ
ムの構築に関する近畿
ブロック協議会」に参加

○

・関西広域応援・受援
実施要綱に記載（分野
ごとの関係機関との連
携、連絡先）
・「災害時の旅客船に
よる輸送に関する検討
会」（神戸運輸監理部）
に参加
・H25年度国予算編成
等に対する提案
（H24.11）

○

11 ウ）広域実動機関との
連携

・H24近畿府県合同防
災訓練への参加
（H24.10.27～28）

◎

・H24近畿府県合同防
災訓練への参加
（H24.10.27～28）

◎

・H24近畿府県合同防
災訓練への参加
（H24.10.27～28）

◎

・H24近畿府県合同防
災訓練への参加
（H24.10.27～28）

◎

・H24近畿府県合同防
災訓練への参加
（H24.10.27～28）

◎

・H24近畿府県合同防
災訓練への参加
（H24.10.27～28）

◎ － － － －

・基幹的広域防災拠点
での合同震災総合防災
訓練の実施

○

・H24近畿府県合同防
災訓練への参加
（H24.10.27～28）

◎

・関西広域応援・受援
実施要綱に記載（関係
機関の連絡先）
・実動訓練（H24.10）、
図上訓練（H25.2）への
参加

○

12 ② 科学的知見の活
用 － － － － － － - - － － － － － － － － － － － －

・H25年度国予算編成
等に対する提案 ○

13 ①専門的な知見・各種
研究成果の活用

－ － － － － － - - － － － － － － － － － － － －

・関西広域防災計画策
定委員会の開催
（H24.12、H25.3）
・防災専門リレー講座
（H24.9、11、12、H25.2
人と防災未来センター
共催）
・スーパー広域災害
「東海・東南海・南海地
震」対策シンポジウム
の開催（H25.3人と防
災未来センター共催）

○

14 ②士業団体との協定
の締結

－ － － － － － - - － － － － － － － － － － － －

・阪神・淡路まちづくり
支援機構との間で「復
興まちづくりの支援に
関する協定」の締結
（H25.3）

◎

15 ① 企業等との協力・
連携

○下記の協会と防災応
援協定を締結（H25.3）
・倉庫協会
・トラック協会
・全国物流ネットワーク
協会

◎

・企業・業界団体との協
定締結に協力

○

・ 下記の協会と防災応
援協定を締結（H25.3）
・大阪倉庫協会
・大阪府運輸倉庫協会
・佐川急便㈱
・ヤマト運輸㈱
・大阪府都市開発㈱

○

・兵庫県倉庫協会との
間で「災害時における
救援物資の保管等に関
する協定」を締結
（H25.1）

○

○建設・建築事業者
・H23年度に締結した
（一社）和歌山県建設
業協会との協定に基づ
き、協力者名簿等を随
時更新
○石油取扱事業者
・石油連盟と燃料供給
に関する情報共有につ
いて覚書（H25.2）
○その他
・マスコミと「災害等にお
ける放送・報道要請に
関する協定」を締結して
いるほか、以下の企業・
業界団体と協定を締結
済み
南海フェリー（株）、バ
ス協会、トラック協会、倉
庫協会、（株）オークワ
等

◎

・イオンリテール(株)を
はじめ各種事業者と協
定締結。

○

○企業・業界団体と協
定を締結
〔２４年度に締結した協
定〕
・福祉避難所の事前指
定に関する協定（京都
市社会福祉協議会
等）
・災害時における子ども
の一時預かり等の協力
に関する協定（京都市
保育園連盟 等）
・災害時における物資
（福祉用具等）の提供協
力に関する協定（京都
福祉介護用品協会）
・災害時の放送に関す
る協定（㈱ＦＭ８０２）
・災害等緊急時におけ
るバス移動の協力に関
する協定（京都府バス
協会）
・京都減災プロジェクト
に関する協定（株式会
社ウェザーニュース）

◎

・ファミリーマートと災害
救助用物資の供給等に
関する協定書を締結
（H25.3）

○

・（社）日本福祉用具供
給協会、他７協定締結

○

・関西経済連合会との
意見交換に参画
・企業・業界団体との協
定締結

○

・関西経済連合会との
意見交換会の実施
（H24.11）
・新たに2事業者との間
で「災害時における帰
宅困難者支援に関す
る協定」を締結
（H24.11）
・P&Gジャパン㈱との間
で「大規模広域災害時
における救援物資の提
供及び調達に関する
協定」を締結（H25.2）
・民間ヘリコプター運航
事業者との間で「災害
等緊急時におけるヘリ
コプターの運行に関す
る協定」を締結
（H25.3）
・近畿旅客船協会、神
戸旅客船協会との間で
「船舶による災害時の
輸送等に関する協定」
を締結（H25.3）

○

（6） 企業・ボランティア等
との連携

（4） 国との連携

（5） 専門家・防災研究機
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H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価
№

広域防災局滋賀県 徳島県京都府 大阪府 兵庫県プラン（H24.3策定）に示
された取組

大阪市 堺市 神戸市京都市和歌山県

16 ② 迅速なボランティ
ア受入体制確立に向
けた連携

－ －

【参考】
○府災害ボランティアセ
ンターと他県災害ボラン
ティアセンターとの情報
交換、応援・受援体制
の構築を支援
○市町村災害ボラン
ティアセンターの常設
設置の推進又は他の市
町村災害ボランティアセ
ンターによる応援協定
締結を支援
○「現地災害ボランティ
アセンター立ち上げポ
イント集」の見直し
○地域防災人等養成
講座の実施
○京都府南部地域豪
雨に際し、宇治市災害
ボランティアセンターを
支援

－ － - - － －

・県社会福祉協議会を
はじめ、関係機関で構
成する「徳島県災害ボラ
ンティア連絡協議会」を
開催し、情報共有を
図った。
・「徳島県ボランティア
活動支援方針」を策定
し、災害発生時のボラン
ティア活動の支援体制
を確立した。
・県総合防災訓練の中
で、県社会福祉協議会
や関係市町村の社会福
祉協議会と連携し、災
害ボランティアセンター
設置運営訓練を行っ
た。
・県社会福祉協議会と
連携し、災害ボランティ
アコーディネーター等
の養成を行った。

○ － － － － － － － －

・関西広域応援・受援
実施要綱に記載（関係
機関との連携、連絡
先）

○

17 ①関西広域応援・受
援実施要綱の作成

・ 関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画
・ 応援・受援に関する
項目を地域防災計画に
追加（H25.3) ○

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画
・京都府災害応援・受
援マニュアル（暫定版）
の策定 ◎

・ 関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画
・ 応援・受援に関する
項目を地域防災計画に
追加（H24.3) ○

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画
・神戸市災害受援計画
を策定

◎

・図上訓練（H25.2）の
結果を踏まえた関西広
域応援・受援実施要綱
の 検 証 （ 検 証 会 議
H25.3）
・関西広域応援・受援
実 施 要 綱 の 作 成
（H25.3）

◎

②緊急派遣体制の整
18 ア 緊急派遣チーム
（先遣隊）の編成

・ 緊急派遣チームの編
成基準の検討に参画

○

・京都府災害応援・受
援マニュアル（暫定版）
の策定、災害時応援職
員登録制度の創設によ
り、緊急派遣チームの
人員を確保。

◎

・ 緊急派遣チームの編
成基準の検討に参画

○

・県外災害ひょうご緊急
支援隊の創設（H25.3）
・緊急派遣チームの編
成基準の検討に参画 ○

・緊急派遣チームの編
成基準の検討に参画

○

・緊急派遣チームの編
成基準の検討に参画。

○

・緊急派遣チームの編
成基準の検討に参画

○

・緊急派遣チームの編
成基準の検討に参画

○

・緊急派遣チームの編
成基準の検討に参画

○

・緊急派遣チームの編
成基準の検討に参画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱に記載（緊急
派遣チームの編成基
準） ○

19 イ 現地支援本部・現
地連絡所設置・運営
要領の作成 － － － － － － - - － － － － － － － － － － － －

・関西広域応援・受援
実施要綱に記載（現地
支援本部・現地連絡所
の設置・運営要領）

○

20 ウ 緊急派遣チーム
（先遣隊）の受入体制
の整備

・ 関係機関等が活動す
る災害対策室を有する
危機管理センターの基
本設計を実施

◎

・京都府災害応援・受
援マニュアル（暫定版）
を策定し、受援体制に
ついて規定。

○ － － － －

○東日本大震災及び
紀伊半島大水害を踏ま
え、県災害対策本部の
体制を見直し
・緊急派遣チームの受
入について、災害対策
本部総合統制室で対応
することを明確化

◎

・応援受援マニュアルを
作成。

○

・緊急派遣チームの受
入体制を構築。

▲ － － － －

・神戸市災害受援計画
において受入体制を明
確化

◎

・関西広域応援・受援
実施要綱に記載（緊急
派遣チームの受入体
制）

○

③救援物資の備蓄、
集積・配送体制の構
築

21 ア 物資集積・配送マ
ニュアルの策定

・ 物資集積・配送マニュ
アルの作成に参画

○

・物資集積・配送マニュ
アルの作成に参画

○

・物資集積・配送マニュ
アル策定に参画

○

・物資集積・配送マニュ
アルの作成に参画

○

・物資集積・配送マニュ
アルの作成に参画
・協定企業と物資輸送・
災害情報収集伝達訓
練を実施

◎

・物資集積・配送マニュ
アル作成に参画。

○

・物資集積・配送マニュ
アルの作成に参画

○

・物資集積・配送マニュ
アルの作成に参画

○

・物資集積・配送マニュ
アルの作成に参画

○

・物資集積・配送マニュ
アルの作成に参画

○

・物資集積・配送マニュ
アルの作成（H25.3）

◎

22 イ 備蓄計画の策定
－ － － － － － - - - － － － － － － － － － － － － △

23 ④被災行政支援体制
の整備

・ 関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画
・関西広域応援・受援
要綱を市町村に周知・
説明

・京都府南部地域豪雨
において、家屋消毒作
業、家屋被害調査、健
康相談等のため応援体
制を確保し、管内では
あるが被災市に対して
職員を派遣
・上記について被災市
周辺市町も同様に職員
派遣し、被災市を支援。

○

・ 関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画

○

○関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画
○大規模災害発生時に
備え、県内市町村の災
害対応の支援及び県内
被災地での情報収集等
を行う災害時緊急支援
要員（県職員）60名を選
任
○大規模災害発生時に
は、県内被災市町村に
災害時緊急支援要員を
派遣

◎

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参
画。

○

関西広域応援・受援実
施要綱の作成に参画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱の作成に参画

○

・関西広域応援・受援
実施要綱に記載（被災
市町村への応援要員
派遣）

○

24 ⑤広域避難体制の整
備

－ － － －

・広域避難対策の検討
（受入可能施設調査）

○

・広域避難対策の検討
（受入可能施設調査）

○

・広域避難対策の検討
（受入可能施設調査）

○

・広域避難対策の検討
（受入可能施設調査）

○ － － － － － － － －

・広域避難対策の検討
（受入可能施設調査）

○

２ 防災・減災事業の展
（1）災害対応体制の整備
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広域防災局滋賀県 徳島県京都府 大阪府 兵庫県プラン（H24.3策定）に示
された取組

大阪市 堺市 神戸市京都市和歌山県

25 ア 公営住宅等の空き
室状況の把握

・ 管内公営住宅等に係
る災害時の担当窓口を
明確化（関西広域応
援・受援実施要綱【別
冊】）

○

・府営住宅、府職員住
宅の空き状況は府所管
課により常時把握。
・府所管課等から市町
村担当課に電話等によ
り確認することにより空
き状況が確認可能。
ただし、使用可能な部
屋かどうかを確認するた
め、時間を要することが
ある。
・市町村公営住宅につ
いては、平常時の業務
を通じて災害時の市町
村担当窓口が明確。

○

・ 管内公営住宅等に係
る災害時の担当窓口を
明確化（関西広域応
援・受援実施要綱【別
冊】）/明確化完了

○

・管内公営住宅等に係
る災害時の担当窓口を
明確化

○

・住宅災害連絡窓口を
明確化
・公営住宅等の空き状
況についても、定期的
に状況把握する体制を
整備

◎

・公営住宅の担当窓口
を県、市町村とも明確化
した。
・県営住宅の空き状況
については、常時把
握。
・市町村営住宅の空き
状況については、空き
家数を把握するととも
に、空き家情報を統一
的に把握する方法につ
いて検討。

○

・公営住宅等に係る災
害時の担当窓口につい
ては，都市計画局住宅
室住宅政策課と定めて
いる。

○ － － － －

・管内公営住宅等に係
る災害時の担当窓口を
明確化

○

・関西広域応援・受援
実施要綱に記載（関係
機関の連絡先と調整手
順）

○

26 イ 旅館・ホテル・不動
産協会等との連携 － － － － － － - - － － － － － － － － － － － － △

27 ウ 災害時要援護者
の避難支援

・ 災害時要援護者の避
難支援対策マニュアル
の改定
・ 災害時要援護者支援
対策研修会の実施(9
月、3月)
・ 県内市町避難支援対
策全体計画策定状況
全19市町のうち１７市町
策定済
1市はH25.6策定予定
1町はH26.3策定予定
・ 災害時要援護者名簿
整備状況
全19市町のうち15市町
全体名簿整備済
4市町整備途中

○

○市町村担当者会議
等により働きかけ
＜26市町村中の実績＞
・要援護者名簿作成：
24（策定率92.3％）
・避難支援プラン（全体
計画）策定：24（策定率
92.3％）
・避難支援プラン（個別
計画）策定・着手：20
（策定等率76.9％）
○地域ごとに地域防災
対策連絡会を開催し、
福祉避難所指定等を依
頼
○24年度末に「福祉避
難コーナー設置ガイドラ
イン」を策定して、市町
村等に配付
○社会福祉施設に対す
る指導監査において継
続的に計画作成、避
難・消火訓練の実施に
ついて指導
○年に１度定期指導の
場を通じ避難計画等の
作成を指導。作成済み
の医療機関の所在場所
の把握を行う。

○

・府作成指針に基づき、
府内市町村災害時要
援護者支援プラン全体
計画の作成を促進
・府内市町村避難支援
対策全体計画策定状
況
全４３市町のうち４３市
町策定
（２４年度 ７市町村策
定済）

・ 災害時要援護者名簿
整備状況
全４３市町村のうち２９市
町全体名簿整備済
１４市町村整備途中

○

・災害時要援護者支援
マニュアルのガイドライ
ンとなる災害時要援護
者支援指針の改訂

○

○全30市町村で全体計
画作成
・12市町で個別計画作
成済み、他は作成中
・20市町で144カ所の福
祉避難所を指定又は協
定

○

・県内24市町村中、全
市町村において災害時
要援護者名簿の作成に
着手し、22市町村にお
いて個別計画の作成に
着手済み。また全市町
村において福祉避難所
を1ヶ所以上指定済み。
・県内180の社会福祉施
設に対して、指導監査
において、防災対策計
画(避難計画)の作成、
避難訓練の実施につい
て指導した。

○

・災害時要援護者名簿
の定期的な更新
・「地域における見守り
活動促進事業」におけ
る「見守り活動対象者名
簿及び災害時要援護
者基本情報名簿」の作
成・共有・更新（平成24
年11月から）
・京都府介護用品協会
との間で，物資の供給
に関する協定を締結
（平成24年4月）
・福祉避難所163箇所の
事前指定を実施（平成
25年1月）
・福祉避難所運営マ
ニュアルの基本となる
「福祉避難所運営ガイド
ライン」の策定・配布（平
成25年3月）

○

・災害時の福祉避難所
の使用について、社会
福祉施設との協定締結
の促進。協定締結施設
に対して備蓄物資を整
備。
・災害時要援護者支援
の取り組みとして、市内
の数地域において、地
域自主防災組織の取り
組みを受けて、行政保
有情報との照合作業お
よび、自主防災組織が
把握していない要援護
者に対して同意確認の
作業を行った。

○

△

・災害時要援護者リスト
活用の検討（モデル事
業の実施）

○

・要援護者名簿及び避
難支援プラン（全体計
画）は作成済。
・避難支援プラン（個別
計画）については地域
で取り組み中。
・社会福祉施設102施
設を拭くし避難所として
指定済み。運用指針の
内容を検討中。

○ － －

28 ⑥帰宅困難者支援体
制の整備

－ － － － － － - - － － － － － －

・大阪市内３ターミナル
駅（大阪駅、なんば駅、
天王寺駅）周辺の企業
等を対象に図上訓練を
実施（３回実施／参加
人数183名）

○ － － － －

・新たに2事業者との間
で「災害時における帰
宅困難者支援に関す
る協定」を締結
（H24.11）

○

29 ア 道路・鉄道情報共
有のしくみの確立と啓
発イ 支援情報等の提
供方策の検討

30 ウ 災害時帰宅支援
ステーション事業の推
進

・ 滋賀県総合防災訓練
にあわせて、「災害時帰
宅支援ステーション」の
協定を締結している事
業者と帰宅困難者支援
情報伝達訓練を実施（9
月）
・普及啓発ポスターの作
成に参画

◎

・普及啓発ポスターの作
成に参画
・普及啓発ポスターを市
町村等関係機関に配付

○

・「地域防災防犯展」大
阪等の防災イベント等
において、帰宅困難者
対策について普及啓
発。
・災害時帰宅支援ス
テーション事業普及啓
発用ポスターによる周
知。(5月、1月)

○

・普及啓発ポスターの作
成に参画
・1.17ひょうごメモリアル
ウォークにおいて徒歩
帰宅訓練を実施

○

・普及啓発ポスターの作
成に参画
・普及啓発ポスターを県
各振興局、県内各市町
村に配布
・普及啓発ポスターを県
HPに掲載

○

・普及啓発ポスターの作
成に参画

○

・普及啓発ポスターの作
成に参画

○

・窓口等にパンフレット
を配架する等、継続して
「災害時帰宅支援ス
テーション事業」を周知
・普及啓発ポスターの作
成に参画

○

・普及啓発ポスターの作
成に参画

○

・帰宅困難者対策訓練
の実施
・帰宅困難者対策を
テーマにした講演会の
開催
・普及啓発ポスターの作
成に参画

○

・地域防災防犯展での
PR（H24.6）
・防災とボランティア週
間に合わせて帰宅支
援ステーション店頭に
普及啓発用ポスターを
掲出
・新たに2事業者との間
で「災害時における帰
宅困難者支援に関す
る協定」を締結
（H24.11）

○

31 エ 帰宅困難者対策
の普及・啓発活動

－ － － － － － - - － － － － － －

・大阪市内３ターミナル
駅（大阪駅、なんば駅、
天王寺駅）周辺の企業
等を対象に図上訓練を
実施（３回実施／参加
人数183名）

○ － － － －

・関西経済連合会との
意見交換会の実施
（H24.11）
・パンフレット「関西の
防災・減災」による普及
啓発

○

オ 事業所等への要
請

－ －

・京都市帰宅困難者大
学・事業所等対策協議
会に参画

○

・「地域防災防犯展」大
阪等の防災イベント等
において、帰宅困難者
対策について普及啓
発。 ○ - -

・地域の自主防災組織
や企業等の組織など
で、防災の中心的な担
い手となる地域防災リー
ダーを育成するため、
防災に関する知識、技
術を学ぶ「紀の国防災
人づくり塾」を開講

○ － －

・京都市帰宅困難者
ターミナル対策（京都駅
周辺）協議会（第1回）の
開催（平成25年2月）
・第1回京都市帰宅困
難者事業所対策協議
会の開催（平成25年1
月）

○

・窓口等にパンフレット
を配架する等、継続した
普及啓発を実施

○ － －

・帰宅困難者対策訓練
の実施
・帰宅困難者対策を
テーマにした講演会の
開催 ○

・パンフレット「関西の
防災・減災」による普及
啓発

○

○－ － － － － － - -

・関西広域連合防災
ポータルサイトの構築
に向けた検討－ － － －－ － － － － －－ －

4
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32 カ 観光客等への支
援

－ － － － － － - -

・外国人支援のために、
県国際交流センター内
に多言語対応の支援窓
口設置を検討。防災害
時ボランティア研修を実
施

○ － －

・京都市観光地避難誘
導取組指針、地区避難
誘導計画（ひな形）を策
定 ○ － － － － － － △

33 ①広域応援訓練の実
施

・ 広域連合と共同で広
域応援訓練を実施 ○

・広域連合と共同で広
域応援訓練を実施 ○

・広域連合と共同で広
域応援訓練を実施 ○

・広域連合と共同で広
域応援訓練を実施 ○

・広域連合と共同で広
域応援訓練を実施 ○

・広域連合と共同で広
域応援訓練を実施。 ○

・広域連合と共同で広
域応援訓練を実施 ○

・広域連合と共同で広
域応援訓練を実施 ○

・広域連合と共同で広
域応援訓練を実施 ○

・広域連合と共同で広
域応援訓練を実施 ○

・実動訓練（H24.10）、
図上訓練（H25.2）の実
施

◎

②防災分野の人材育
34 ア 広域連合共通研
修の実施

・ 共通基礎研修の開催
（H24.11）
・ 関係職員の研修参加 ○ - -

・ 家屋被害認定業務研
修の開催（H24.9）
・ 関係職員の研修参加 ○

・共通課題についての
研修を構成団体持ち回
りで実施
・関係職員が研修に参
加

○

・災害救助法実務担当
者研修の開催（H25.1）
・ 関係職員の研修参加 ○

・研修を市町村に案内
するとともに、関係研修
に担当者が参加。 ○

・ 関係職員の研修参加

○

・ 関係職員の研修参加

○

・関係職員が各研修に
参加

○

・ 関係職員の研修参加

○

・共通課題についての
研修を構成団体持ち
回りで実施 ◎

35 イ 構成府県主催研
修への他府県職員の
参加

- － - -

・兵庫県主催の研修に
参加 ○ - - - －

・研修を市町村に案内。

○ - - - - - -

・不参加

-

・構成団体の研修情報
の取りまとめ、参加呼
びかけ

◎

36 ウ 人と防災未来セン
ターの災害対策専門
研修への積極的な参
加

・ 関係職員が災害対策
専門研修に参加
・ 管内市町村に災害対
策専門研修への参加を
働きかけ

○

・関係職員１名が研修
に参加
・管内市町村に研修参
加を働きかけ

○

・ 関係職員が災害対策
専門研修に参加

○

・関係職員が研修に参
加
・管内市町に研修参加
を呼びかけ

○

・災害対策専門研修(マ
ネジメントコース・エキス
パート)に県職員1名参
加

○

・研修を市町村に案内。

○

・参加なし

- - -

・アドバンスト研修参加

○

・不参加

-

・研修情報の提供、参
加呼びかけ

◎

37 ①津波避難ビルの指
定

－ －

・国に対して、日本海側
の地域について、浸水
地域等の設定に必要な
断層モデルの提示を求
めている。

○

・市町村に津波避難ビ
ルの指定を働きかけ

○

・津波避難ビル指定を
働きかけ

○

・平成24年度指定数
194棟（平成23年度177
棟）

◎

・県営住宅１団地６棟を
新たに指定し、計２団地
１０棟を指定済。

○ － －

・ H24 年度末時点で
1,159施設、約64万人分
の津波避難ビルを指定

○

・１２６施設、１６４棟指定

○

・地域ごとの津波避難
計画作成の支援事業に
おいて、津波緊急待避
所（避難ビル）の選定を
支援し推進
・候補のリストアップに
おいて、市有施設はも
ちろん、国・県等の施設
についても調整の上、リ
ストアップを実施

○ －

38 ②高架鉄道駅・高速
道路の活用

（高架鉄道駅）
－ －

・広域連合による協議に
参画

○

・協議に参画

○

・鉄道駅舎の津波一時
避難場所の活用検討会
への参画 ○ － － － －

・関西広域連合 地震
津波避難検討会議（作
業部会）への出席など、
事業者との協議に参画

○ － －

広域連合作業部会に参
画。（高架駅・高速道路
の活用について神戸市
独自での取り組み例は
ない。）

○

・鉄道駅舎の津波一時
避難場所の活用検討
会への参加 △

（高速道路）

・協議に参画

○

・広域連合による協議に
参画

○

・協議に参画

○

・高速道路の津波一時
避難場所の活用検討会
への参画 ○ － －

・協議に参画

○

・協議に参画

○

・広域連合による協議に
参画

○

広域連合作業部会に参
画。（高架駅・高速道路
の活用について神戸市
独自での取り組み例は
ない。）

○

・高速道路の津波一時
避難場所の活用検討
会への参加 △

39 ③地下街・地下鉄避
難対策の推進

－ － － － － － - - － － － － － －

市域西側の地下街等に
対し、津波からの避難
確保計画の作成を働き
かけ

◎ － － － － △

40 ④府県民への津波避
難の共同啓発

・普及啓発パンフレット
の作成に参画

○

・広域連合の普及啓発
資料の作成に参画、市
町村等関係機関に配付

○

・普及啓発パンフレット
の作成に参画

○

・普及啓発資料の作成
に参画

○

・津波避難について、啓
発パンフ「かけがえのな
い命を守るために」や
「避難カード」を作成、
配布し、各種行事等で
ＰＲ
・「津波防災教育指導の
手引き」を活用した防災
学習の実施
・普及啓発パンフレット
の作成に参画

◎

・津波避難啓発用パン
フレットを作成、配布。
・県職員が地域へ出向
く「防災出前講座」を実
施し、啓発を行った。
（年301回）
・津波啓発DVDを作成
し、県立防災センターで
上映。
・「学校防災管理マニュ
アル」を作成し各学校に
配付。
・「防災教育指導資料」
を改訂し電子媒体で提
供。
・県立高等学校10校に
「防災クラブ」を設置し，
高校生が地域と連携し
た防災活動を実施し
た。
・教職員の防災研修を
実施した。
・各学校で防災教育年
間計画と報告の実施。
・普及啓発パンフレット
の作成に参画

○

・普及啓発パンフレット
の作成に参画

○

・市民防災マニュアルの
改訂版の発行
・普及啓発パンフレット
の作成に参画

○

・大阪８８０万人訓練の
実施
・普及啓発パンフレット
の作成に参画

○

・普及啓発資料の作成
に参画

○

・パンフレット「関西の
防災・減災」の作成
（H25.3）、HPへの掲載

○

（2）訓練・研修の実施

（3）津波災害対策の推進

○津波発生時に、高架
鉄道駅や高速道路の
パーキングエリア等を避
難場所として活用するこ
とについて、広域連合と
関係事業者との協定締
結に参画

○

5
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41 ⑤津波被害想定の実
施

－ －

・国に対して市町村別
の被害想定に活用でき
る詳細なデータ提供を
求めながら、平成２５年
度内に現在の被害想定
を基に３連動地震にお
ける府内への影響を点
検する。

△ － －

・県独自の津波シミュ
レーションに着手

○

・「南海トラフの巨大地
震」及び「東海・東南
海・南海３連動地震」に
よる２つの津波浸水想
定を公表 ◎

・平成24年度に津波浸
水想定を公表。

○ － － － － － － － － △

42 ・衛星携帯電話整備数
9台（平成24年度地域
防災力向上支援事業：
内閣府）
・消防防災用ヘリコプ
ター発着場137箇所
(H25.3現在)

○

・内閣府通知により、孤
立のおそれのある集落
の状況調査を実施

○

・地域防災力向上支援
事業を使って孤立地域
向け衛星携帯電話と非
常用発電機を整備
・臨時ヘリポート235ヶ所
（H25.3現在)

○

・通信手段及びヘリコプ
ターの臨時着陸場等の
確保
・民間ヘリコプター運航
事業者との協定締結に
参画

○ ◎

・市町村への衛星携帯
電話及びヘリコプター
臨時着陸場の整備（２カ
所）。

○

・孤立集落地域への衛
生携帯電話を整備済
み。今後，携帯電話の
電波伝搬調査等，更に
必要な対策を講じる。

○ － － － －

・衛星携帯電話は未整
備
・防災行政無線拡声受
信子局138か所
・離着陸可能場所71か
所を確保

○

・民間ヘリコプター運航
事業者との間で「災害
等緊急時におけるヘリ
コプターの運行に関す
る協定」を締結
（H25.3）

○

43 ①府県民への普及啓
発

・ 普及啓発資料の作成
に参画
・ 啓発用パンフレット
「できることから地震対
策」の作成(H25.3)
・ 滋賀県防災講演会の
開催（H25.3)

○

・広域連合の普及啓発
資料の作成に参画、市
町村等関係機関に配付
・事業所向けに、事業
継続計画（ＢＣＰ）に関
するホームページを掲
載。
・住宅の耐震化、室内
安全対策について、各
種のイベント等におい
て模型等を活用しなが
ら啓発
・災害時要援護者の避
難について、市町村会
議等において市町村に
取組促進を依頼。

○

・普及啓発資料の作成
に参画

○

・普及啓発資料の作成
に参画

○

○普及啓発資料の作成
に参画
○各種行事等でのＰＲ
・「かけがえのない命を
守るために」「県民減災
運動」「災害時要援護
者避難支援ハンドブッ
ク」等の普及啓発資料
を作成・配布し、家庭に
おける減災チェック項目
の点検、情報収集手段
の確保、住宅の耐震
化、室内安全対策（家
具の固定等）、コミュニ
ティレベルの実践的な
訓練の実施、災害時要
援護者の避難について
普及・啓発

○

・防災に係る啓発と人材
育成を総合的に推進す
る県の組織として、「県
防 災 人 材 育 成 セ ン
ター」を設置し、各部局
や関係機関等と連携
し、各種講座やイベント
等を実施した。
・とくしま地震防災県民
会議を主体として、「とく
しま防災フェスタ２０１２」
や「地震・津波啓発ポス
ターコンクール」を実施
するなど、関係機関と連
携して啓発を展開した。
・県職員が地域へ出向
く「防災出前講座」を実
施し、啓発を行った。
（年301回）（再掲）
・普及啓発資料の作成
に参画

○

・普及啓発資料の作成
に参画
・普及啓発資料を活用
し，本市主催の各種行
事においてのＰＲ活動
を行う。

○

・地域防災力の向上に
むけ、自主防災組織づ
くりや災害図上訓練、
ワークショップ、防災
マップ作成などを積み
上げた避難所開設訓練
の実施など、危機管理
室より地域防災アドバイ
ザーを派遣し、区役所と
連携しながら地域の防
災活動への支援を行っ
た。
・普及啓発パンフレット
の作成に参画

○

・普及啓発パンフレット
の作成に参画

○

・普及啓発資料の作成
に参画

○

・パンフレット「関西の
防災・減災」の作成
（H25.3）、HPへの掲載

○

44 ②地域防災リーダー
の育成と防災教育の
推進

－ － － －

・自主防災組織リー
ダー養成研修を実施

○

・自主防災組織のリー
ダー等地域の担い手と
なる者を養成する、ひょ
うご防災リーダー講座の
実施

○

○地域防災リーダー育
成講座「紀の国防災人
づくり塾」（岩出市、広川
町でH24．8～H25.１に
かけて開催）
○和歌山県自主防災
組織情報連絡会フォ
ローアップ研修会（那智
勝浦町でH25.3に開催）
○「防災教育指導の手
引き」をH25.3に改訂

◎

・「防災士」の受験資格
が得られる「地域防災推
進員養成研修」を徳島
大学と連携して実施。
・自主防災組織の代表
者等を対象に、「自主防
災組織リーダー研修
会」を実施。
・「県防災人材育成セン
ター」に教員1名を配置
し、教育委員会と連携
し、教材の開発や教職
員の研修会等、防災教
育への総合的な支援を
行った。
・「県防災教育推進大
会」を開催し、教育委員
会と連携し、津波や地
震防災の啓発を行っ
た。・県立高等学校１０
校に「防災クラブ」を設
置し，高校生が地域と
連携した防災活動を実
施した（再掲）

○ － －

・地域防災リーダーに対
して、実技訓練を含め
た研修を実施した。

○

・リーダー研修及び防
災フォーラムの実施

○ － －

・パンフレット「関西の
防災・減災」の作成
（H25.3）、HPへの掲載

○

○携帯電話不感地区
解消の要請
・県内の携帯電話不感
地区の内、要望のあっ
た１５地区について携帯
電話事業者に不感解消
を働きかけ、４地区の事
業化について内諾
○孤立集落通信確保
事業（平成21年度）
・孤立集落の通信手段
の確保対策として、通
信機器の導入経費を支
援（市町村に対し、定額
でほぼ全額を補助）
○「まけるな!!和歌山パ
ワーアップ補助金」によ
る通信手段の整備（平
成24年度）
・台風12号により、上事
業で整備した通信機器
が被災した集落や孤立
した集落における無線
機や発電機の整備を支
援（全額補助）
○ヘリポート整備支援
事業
・孤立集落対策としてヘ
リポートを整備する市町
村を支援（負担割合：県
1/2、市町村1/2）

（5）地域防災力の向上

（4）孤立集落対策の実施

6



H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価 H24年度の取組 評価
№

広域防災局滋賀県 徳島県京都府 大阪府 兵庫県プラン（H24.3策定）に示
された取組

大阪市 堺市 神戸市京都市和歌山県

45

－ － － － － － - -

○和歌山県下消防広
域応援協定（S8年）
・台風12号対応での教
訓を踏まえ、協定内容
に関して体制整備を検
討

◎

・津波浸水が予想される
市町を中心に、災害時
の消防団員安全管理マ
ニュアルの作成を指
導。

○ － － － － － － － － △

①防災基盤整備の整
備促進

46 ア 地震防災緊急事
業五箇年計画の推進

・地震防災緊急事業５
箇年計画に基づき、緊
急に整備すべき施設等
の整備を推進

○

・計画に沿って事業を
推進
・進捗率25.9％（H23年
度末）

○

地震防災緊急事業５箇
年計画に基づき、緊急
に整備すべき施設等の
整備を推進

○

・計画に沿って事業を
推進

○

○河川管理施設の整備
・水門遠隔化1基
○緊急輸送道路の整備
・第１次緊急輸送道路
については、14ヵ所中
5ヵ所所完了（平成24年
度）
・第２次緊急輸送路に
ついては、34ヵ所中8ヵ
所完了（内24年度4ヵ
所）
・緊急輸送道路上の橋
梁震災対策について、
年次計画どおり、17橋
中17橋の耐震補強を完
了
・緊急輸送道路上の道
路災害防除事業につい
て、年次計画どおり、
32ヵ所中32ヵ所の対策

○

・5箇年計画に基づき推
進。海岸線で「設計津
波（L1）の水位」を公表

◎

・公共施設の耐震化，
河川施設の耐震改修
等，計画的な整備を実
施中

○

・計画に沿って、耐震化
等地震防災事業を継続
的に実施

○ － －

・計画に沿って事業を
推進

○ － －

47 イ 防災関係機関の
ネットワークの整備

－ － － － － － - - － － － － － － － － － － － －

・関西広域連合防災
ポータルサイトの構築
に向けた検討 ○

48 ウ 事業者等への働き
かけ － － － － － － - - － － － － － － － － － － － － ○

②事業継続のための
バックアップ体制の整
備促進

49 ア 事業継続計画の
策定・運用促進

・ 滋賀県業務継続計画
（震災編）を基に、各部
局ごとの業務継続計画
を策定
・ 中小企業向け事業継
続計画（BCP）策定支援
講座の開催（5回）

○

・京都府業務継続基本
指針及び京都府庁地
震業務継続マニュアル
を推進。
・事業所向けに、事業
継続計画（ＢＣＰ）に関
するホームページを掲
載。

○ － －

・災害時職員行動マ
ニュアルを作成、運用

○

・経営者向け事業継続
計画セミナーの開催（和
歌山市、田辺市）
・模擬訓練による策定
支援講座の開催（和歌
山市、田辺市、有田市）

○

・産学官連携のもと、企
業防災セミナー、BCP
策定研修会等を開催す
るとともに、BCP策定優
良企業表彰の実施や各
種団体や企業からの求
めに応じた「寄り合い防
災講座」を実施した。ま
た、平成24年7月には中
小企業の総合的な応援
拠点である徳島経済産
業会館に「とくしまBCP
支援センター」を設置
し、BCPの策定相談や
防災対策のための融資
制度の紹介などの支援
を行っている。
・旧吉野川流域下水道
ＢＣＰ、徳島県建設業Ｂ
ＣＰ認定制度を創設し
99社を認定。

○

・平成24年度策定作業
（※平成25年5月策定）
・京都企業のBCP策定
事例をホームページを
通じて情報発信。

○

（特になし） ・本市BCP策定

○

・事業継続計画につい
ては、未着手
・受援計画に事業継続
計画の内容の一部を反
映

○

・関西経済連合会との
意見交換会の実施
（H24.11）

○

50 イ 基幹システムの
バックアップ

－ － － － － － - - － － － － － － － －

・データ遠隔地保存の
実施

○ － －

・関西経済連合会との
意見交換会の実施
（H24.11） ○

51 ③事前復興計画の策
定促進 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － △

（7） 防災基盤整備・防災

（6）消防団の広域応援体
制の検討

7


